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(57)【要約】
【課題】、造粒粒子を使用してより均一な活物質層を形
成し得るリチウムイオン二次電池用電極の製造装置を提
供すること。
【解決手段】
　ここで開示される技術により、リチウムイオン二次電
池用電極の製造装置が提供される。この製造装置は、集
電体を搬送する搬送機構と、搬送されている前記集電体
の表面に活物質粒子とバインダとを含む造粒粒子を供給
する供給部と、供給された前記造粒粒子を均すスキージ
と、前記スキージの上流側に配置され、前記スキージの
上流側に貯留される前記造粒粒子の貯留高さを制御する
調整部と、均された前記造粒粒子を圧延して活物質層を
形成する圧延ロールと、を備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集電体を搬送する搬送機構と、
　搬送されている前記集電体の表面に活物質粒子とバインダとを含む造粒粒子を供給する
供給部と、
　供給された前記造粒粒子を均すスキージと、
　前記スキージの上流側に配置され、前記スキージの上流側に貯留される前記造粒粒子の
貯留高さを制御する調整部と、
　均された前記造粒粒子を圧延して活物質層を形成する圧延ロールと、
を備えるリチウムイオン二次電池用電極の製造装置。
【請求項２】
　前記調整部は、貯留される前記造粒粒子と対向する水平面を備えている、請求項１に記
載の製造装置。
【請求項３】
　さらに、
　前記調整部の上流側に配置され、供給された前記造粒粒子の高さを測定する高さセンサ
と、
　前記高さセンサの測定結果に基づき前記供給部から供給される前記造粒粒子の供給量を
制御する制御部と、
を備える、請求項１または２に記載の製造装置。
【請求項４】
　前記供給部よりも上流側に、さらに、
　搬送されている前記集電体の表面にバインダを含むバインダ液を供給するバインダ液供
給部を備える、請求項１～３のいずれか１項に記載の製造装置。
【請求項５】
　さらに、ガイド部を備え、
　前記供給部は前記造粒粒子を排出する排出口を備えるとともに、
　前記スキージの下端に最近接する前記集電体表面近傍であって、前記最近接位置よりも
上流側に供給位置が設定されており、
　前記ガイド部は、前記排出口の下方から、前記供給位置に向けて延設され、前記排出口
から排出された前記造粒粒子を前記供給位置の近傍にて前記集電体に供給する、請求項１
～４のいずれか１項に記載の製造装置。
【請求項６】
　前記スキージは、円筒形状のスキージロールであり、
　前記調整部は、前記スキージロールの半径をｒとしたとき、前記スキージロールの下端
部から１／１２×ｒ以上５／１２×ｒ以下の高さに配置されている、請求項１～５のいず
れか１項に記載の製造装置。
【請求項７】
　前記ガイド部材は、ポリテトラフルオロエチレンにより構成されている、請求項１～６
のいずれか１項に記載の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオン二次電池用電極の製造装置に関する。より詳しくは、本発明
は、活物質とバインダとを含む造粒粒子を用いてリチウムイオン二次電池に用いられる電
極を製造する装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオン二次電池に用いられる電極は、典型的には、集電体上に活物質を含む活
物質層を備えている。この活物質層が均質に形成されることで、この電極を用いた電池の
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性能は安定し得る。この活物質層は、一般に、液状媒体に活物質を分散させたスラリー状
の電極材料を集電体に供給し、乾燥させた後、圧密することで製造されている。また、液
状媒体を使用することなく、乾燥工程を省略して、省エネルギーかつ低コストに製造する
方法も知られている。例えば、特許文献１には、集電体の表面にバインダ液をグラビアロ
ールで塗工し、その上に活物質粒子とバインダとを造粒した造粒粒子を粉体フィーダによ
り供給し、加熱しながら圧延ロールで押圧することで、電極を製造することが開示されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－０７８４９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、造粒粒子はスラリー状の電極材料に比べて流動性に劣るため、集電体上に供
給した造粒粒子を押圧の前に均一化することが好ましい。そのため、圧延ロールの前にス
キージロールを配置し、スキージロールにより造粒粒子を均すことが行われている。しか
しながら、造粒粒子は流動性に劣るがゆえに、スキージロールを通過する造粒粒子の量に
ばらつきが生じ得た。このような造粒粒子量のばらつきは、集電体の表面にバインダ液を
塗工する場合により顕著に現れる傾向があった。その結果、所望の活物質の目付量を実現
できず、製造される電極の品質が低下してしまう虞があった。
【０００５】
　本発明は、上記の従来技術の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、造粒粒子
を使用してより均一な活物質層を形成し得るリチウムイオン二次電池用電極の製造装置を
提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するものとして、ここに開示される技術は、リチウムイオン二次電池用
電極の製造装置を提供する。この製造装置は、本質的に、集電体を搬送する搬送機構と、
搬送されている上記集電体の表面に活物質粒子とバインダとを含む造粒粒子を供給する供
給部と、供給された上記造粒粒子を均すスキージと、上記スキージの上流側に配置され、
上記スキージの上流側に貯留される上記造粒粒子の貯留高さを制御する調整部と、均され
た上記造粒粒子を圧延して活物質層を形成する圧延ロールと、を備える。
　このように、調整部の存在によりスキージの上流側に貯留される造粒粒子の貯留状態を
安定化させることができ、スキージと集電体との隙間を通過する造粒粒子の量の均質化を
可能とすることができる。延いては、高品質なリチウムイオン二次電池用電極を作製する
ことができる。
　また、供給部から供給される造粒粒子の量の管理精度を緩和させることができ、供給部
から供給される造粒粒子量にムラがあっても高品質なリチウムイオン二次電池用電極を作
製することができる。
【０００７】
　ここに開示される製造装置の好ましい一態様において、上記調整部は、貯留される上記
造粒粒子と対向する水平面を備えていることを特徴としている。これにより、スキージの
上流側に貯留される造粒粒子の貯留状態をより一層安定化させることができる。
【０００８】
　ここに開示される製造装置の好ましい一態様では、さらに、上記調整部の上流側に配置
され、供給された上記造粒粒子の高さを測定する高さセンサと、上記高さセンサの測定結
果に基づき上記供給部から供給される上記造粒粒子の供給量を制御する制御部と、を備え
ている。このような構成により、供給部から供給される造粒粒子の量にムラが生じても、
造粒粒子の貯留状態をより適切に維持することができる。
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【０００９】
　ここに開示される製造装置の好ましい一態様では、上記供給部よりも上流側に、さらに
、搬送されている上記集電体の表面にバインダを含むバインダ液を供給するバインダ液供
給部を備えることを特徴としている。このような構成により、造粒粒子と集電体との結着
力に優れた電極を製造することができる。
【００１０】
　ここに開示される製造装置の好ましい一態様においては、さらに、ガイド部を備えてい
る。また、上記供給部は上記造粒粒子を排出する排出口を備えるとともに、上記スキージ
の下端に最近接する前記集電体表面近傍であって、上記最近接位置よりも上流側に供給位
置が設定されている。そして、上記ガイド部は、上記排出口の下方から、上記供給位置に
向けて延設され、上記排出口から排出された上記造粒粒子を上記供給位置の近傍にて上記
集電体に供給することを特徴としている。このガイド部材は、ポリテトラフルオロエチレ
ンにより構成されていることが好ましい。
　このような構成により、造粒粒子の供給状態をより一層安定化させることができる。ま
た、例えば集電体の表面にバインダ液が供給されている場合であっても、バインダ液によ
る増長される造粒粒子のダマの発生を抑制して、造粒粒子を均質化することができる。
【００１１】
　ここに開示される製造装置の好ましい一態様において、上記スキージは、円筒形状のス
キージロールであり、上記調整部は、上記スキージロールの半径をｒとしたとき、上記ス
キージロールの下端部から１／１２×ｒ以上５／１２×ｒ以下の高さに配置されているこ
とを特徴としている。スキージロールは一般に集電体の搬送方向と逆方向に回転され、過
剰な造粒粒子の供給を抑制し得る。上記の構成によると、このスキージロールの作用によ
る造粒粒子の貯留状態の乱れを好適に抑制することができる。
【００１２】
　他の側面において、ここに開示される技術は、リチウムイオン二次電池用電極の製造方
法を提供する。この製造方法は、物質粒子とバインダとを含む造粒粒子を用意すること、
集電体を用意すること、上記集電体の表面に上記造粒粒子を供給すること、上記集電体の
表面に供給された上記造粒粒子を、スキージの上流側に貯留高さを調整して貯留すること
、貯留されている上記造粒粒子をスキージロールで均しながら上記造粒粒子の供給量を調
整すること、均された上記造粒粒子を圧延することで上記集電体上に活物質層を形成する
ことを含む。
【００１３】
　この製造方法においては、上記の工程ｄ）において造粒粒子をスキージの上流側に安定
して貯留するようにしている。これによりスキージと集電体との隙間を通過する造粒粒子
の量を均質化することがき、目付量が均質で高品質な電極を製造することができる。また
、歩留まり良く電極を製造することができる。
【００１４】
　ここに開示される製造方法の好ましい一態様においては、上記造粒粒子の供給に先立っ
て、さらに、搬送されている上記集電体の表面にバインダを含むバインダ液を供給するこ
とを含んでいる。これにより、活物質層と集電体との結着力の高い電極を製造することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、一実施形態に係るリチウムイオン二次電池用電極の製造装置を示す概略
図である。
【図２】図２は、他の実施形態に係るリチウムイオン二次電池用電極の製造装置を示す概
略図である。
【図３】図３は、図２の供給部およびスキージ周辺の構成を示す要部模式図である。
【図４】図４は、造粒粒子の一構成例を示す模式図である。
【図５】図５は、従来のリチウムイオン二次電池用電極の製造装置においてスキージの上
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流側に貯留された造粒粒子の高さと、製造された電極の目付量との関係を例示した図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、ここに開示されるリチウムイオン二次電池用電極の製造装置について、適宜図面
を参照しつつ、好適な一実施形態をもとに詳細に説明する。なお、本明細書において特に
言及している事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄（例えば、リチウムイオ
ン二次電池の構成や動作方法等の一般的事項等）は、当該分野における従来技術に基づく
当業者の設計事項として把握され得る。また、各図は模式的に描かれており、各図におけ
る寸法関係（長さ、幅、厚さ等）は実際の寸法関係を反映するものではない。また、同じ
作用を奏する部材・部位には同じ符号を付し、重複する説明は省略または簡略化する。
【００１７】
　本明細書において「リチウムイオン二次電池」は、電解質（電荷担体）イオンとしてリ
チウムイオンを利用し、正負極間におけるリチウムイオン（電荷）の移動に伴い充放電が
実現される、繰り返し充放電可能な二次電池をいう。一般に「リチウム二次電池」のよう
に称される電池（例えば、リチウムイオンポリマー二次電池）はリチウムイオン二次電池
に包含され、本明細書の電極の用途の典型例であり得る。
【００１８】
　図１は、一実施形態に係るリチウムイオン二次電池用電極の製造装置を示す概略図であ
る。この図１に示されるように、ここに開示される製造装置１は、リチウムイオン二次電
池を構成する電極１００を製造するために用いられる装置である。製造対象であるリチウ
ムイオン二次電池用電極１００は、典型的には、集電体１１０の片面または両面に活物質
を含む活物質層１２０を備えている。そしてこの製造装置１は、活物質層１２０を構成す
る際に、スラリー状の電極構成材料ではなく、活物質粒子１３２とバインダ１３４とを含
む造粒粒子１３０を用いる場合に好適に使用することができる。また、例えば、大容量で
あること、および／または、ハイレート充放電による使用態様が求められる用途等の、長
尺の電極１００を製造する際に特に好ましく使用することができる。なお、言うまでもな
いが、この製造装置は、リチウムイオン二次電池の正極用の電極（正極）および負極用の
電極（負極）の何れの製造にも適用することができる。
【００１９】
　この製造装置１は、典型的には、長尺の集電体１１０を搬送しながら、この集電体１１
０上に活物質層１２０を形成して電極１００を製造する。以下、リチウムイオン二次電池
用電極の好適な製造手順に従って、この製造装置１について説明する。
　この製造装置１は、本質的に、搬送部１０、供給部２０、スキージ３０、調整部３２お
よび圧延ロール４０を備えている。また、図２および図３に示されるように、この製造装
置１は、必須の構成要素ではないものの、付加的に、制御部２４、高さセンサ３４、ガイ
ド部材５０およびバインダ液供給部６０を備えることができる。
【００２０】
（搬送部）
　搬送部１０は、所定の搬送経路に沿って、所定の速度で集電体１１０を搬送することが
できる。搬送部１０としては、コンベアやガイドリール等の公知の各種の搬送手段を利用
することができる。搬送部１０は、例えば、ロール状に巻き取られた長尺の集電体１１０
を引き出し、所定の搬送経路で搬送した後、製造された電極１００として巻き取ることが
できる。なお、特に制限されるものではないが、集電体１１０としては、電子伝導性に優
れ、使用する活物質や電解液およびそれらに拠る電気化学反応系を考慮して、電池系内で
安定に存在する材料からなるものを好ましく用いることができる。また、軽量化や機械強
度、加工のし易さ等を考慮して決定するとよい。例えば、リチウムイオン二次電池の正極
を製造する場合には、集電体１１０としてアルミニウム箔（例えば、厚み１２～１５μｍ
）が好適である。また、リチウムイオン二次電池の負極を製造する場合には、集電体１１
０として銅箔（例えば、厚み１０～１５μｍ）が好適である。集電体１１０の形状はリチ
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ウムイオン二次電池の形状等に応じて異なり得るため特に制限はなく、棒状、板状、箔（
シート）状、網状等の種々の形態を考慮し得る。なかでも、車載用として用いられるよう
な高容量タイプのリチウムイオン二次電池用電極では、長尺シート状（帯状箔）のものが
好適である。
【００２１】
（供給部）
　供給部２０は、搬送部１０により搬送されている集電体１１０の表面に、造粒粒子１３
０を供給する。供給部２０としては、例えば、この種のリチウム二次電池用の電極形成に
用いることができる粉体供給装置を特に制限なく使用することができる。粉体の供給機構
としては、例えば、圧送式、回転羽根式、スクリュー式、回転ドラム式等の汎用の各種の
ものを特に制限することなく用いることができる。
【００２２】
　この実施態様では、供給部２０は、回転ブラシ式粉体供給装置により構成されている（
図３を参照）。この回転ブラシ式粉体供給装置には、典型的には、造粒粒子１３０を収容
するホッパ２２と、外周面を円弧壁により閉塞され、回転軸を中心に放射状に植毛された
回転可能なブラシ回転子２６とが備えられている。このブラシ回転子２６は、円弧壁の一
の部位（この図では上方）にてホッパ２２に連結されるとともに、他の一の部位（この図
では下方）にて排出口２０ａに接続されている。そしてブラシ回転子２６が回転すること
で、ホッパ２２内の造粒粒子１３０が順次ブラシ回転子２６の受取溝に所定量ずつ供給さ
れ、ブラシ回転子２６の回転にしたがって搬送されるとともに、排出口２０ａから排出さ
れる。排出口２０ａには、典型的には、これらの造粒粒子１３０がより均質に排出される
よう、メッシュ２８を設けることができる。また、ブラシ回転子２６の回転軸方向におけ
る排出口の寸法は調整可能であって、造粒粒子１３０を所定の幅で集電体１１０上に連続
的に供給できるように構成されている。
【００２３】
　（造粒粒子）
　なお、ここに開示される技術において、造粒粒子１３０は、少なくとも一つの活物質粒
子１３２とバインダ１３４とを含んでいる。この造粒粒子１３０は、典型的には複数が集
合して粉体（造粒粉末）の形態で存在し得る。造粒粒子１３０の形態は特に制限されない
が、例えば、図４に示すように、造粒粒子１３０は典型的には複数の活物質粒子１３２を
含んでいる。かかる造粒粒子１３０は、個々の活物質粒子１３２の表面にバインダ１３４
が付着し、さらにその活物質粒子１３２がバインダ１３４によって互いに結合された態様
であり得る。好適な一態様では、バインダ１３４が造粒粒子１３０の内部および外表面に
局所的に偏在することなく略均一に分散され配置されている。なお、この造粒粒子１３０
は、活物質粒子１３２とバインダ１３４に加えて、さらに他の材料（例えば導電材１３６
）を含んでいても良い。導電材１３６を含む態様では、この導電材１３６が主としてバイ
ンダ１３４中に分散されていることが好ましい。
【００２４】
　造粒粒子１３０の性状は特に限定されないが、生産効率を高める観点やより均質な活物
質層を形成する観点等から、例えば粒径範囲はおよそ１０μｍ以上２００μｍ以下、好ま
しくは３０μｍ以上１８０μｍ以下、例えば４５μｍ以上１５０μｍ以下であるとよい。
また、平均粒子径は、２０μｍ以上１００μｍ以下、好ましくは３０μｍ以上９０μｍ以
下、例えば５０μｍ以上８０μｍ以下であるとよい。なお、本明細書中において「粒径」
「平均粒子径」とは、レーザ散乱・回折法に基づく粒度分布測定装置に基づいて測定した
値であり、「平均粒子径」は、その粒度分布における積算値５０％での粒径、すなわち５
０％体積平均粒子径をいう。この造粒粒子１３０は、例えば原料等から調製して入手して
も良いし、材料メーカー等から製品を購入するなどして入手してもよい。
【００２５】
　また、造粒粒子１３０の製法は特に制限されない。例えば、活物質粒子１３２およびバ
インダ１３４を所定の割合で乾式または湿式で混合して、造粒、分級等を行うことで製造
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されたものであってよい。造粒の手法についても特に制限はなく、例えば、転動造粒法、
流動層造粒法、撹拌造粒法、圧縮造粒法、押出造粒法、破砕造粒法、スプレードライ法（
噴霧造粒法）等であり得る。一好適例では、スプレードライ法を採用して、活物質粒子１
３２とバインダ１３４とを溶媒中で混ぜ合わせた合剤（懸濁液）を乾燥雰囲気中に噴霧し
乾燥させることで造粒（成形）された造粒粒子１である。この手法では、噴霧される液滴
中に含まれる粒子が概ね１つの塊になって造粒されるため、液滴の大きさによって造粒粒
子１の大きさや質量等が容易に調整される。なお、噴霧される液滴には活物質粒子１３２
とバインダ１３４以外の材料、例えば導電材１３６をも含み得る。
【００２６】
　製造対象がリチウムイオン二次電池の正極である場合、活物質粒子１３２としては、従
来からリチウムイオン二次電池の正極活物質として用いられている粒子状の各種の材料を
特に限定なく使用することができる。好適例として、リチウムニッケル酸化物（例えばＬ
ｉＮｉＯ２）、リチウムコバルト酸化物（例えばＬｉＣｏＯ２）、リチウムマンガン酸化
物（例えばＬｉＭｎ２Ｏ４）や、これらの複合体（例えば、ＬｉＮｉ０．５Ｍｎ１．５Ｏ

４、ＬｉＮｉ１／３Ｃｏ１／３Ｍｎ１／３Ｏ２）等の、リチウムと遷移金属元素とを構成
金属元素として含む酸化物（リチウム遷移金属酸化物）の粒子や、リン酸マンガンリチウ
ム（ＬｉＭｎＰＯ４）、リン酸鉄リチウム（ＬｉＦｅＰＯ４）等の、リチウムと遷移金属
元素とを構成金属元素として含むリン酸塩の粒子等が挙げられる。
【００２７】
　また、製造対象がリチウムイオン二次電池の負極である場合、活物質粒子１３２として
は、従来からリチウムイオン二次電池の負極活物質として用いられる粒子状の各種の材料
を特に限定なく使用することができる。好適例として、人造黒鉛、天然黒鉛、アモルファ
スカーボンおよびこれらの複合体（例えばアモルファスコートグラファイト）等に代表さ
れる炭素系材料、あるいはリチウム遷移金属酸化物、シリコン化合物等が挙げられる。
【００２８】
　バインダ１３４としては、活物質の結合を実現し得る各種の材料のなかから採用する造
粒方法に適した材料を選択・使用するとよい。一例として、湿式の造粒方法（例えば上記
スプレードライ法）を採用する場合には、使用する溶媒に溶解または分散可能なポリマー
材料を用いるとよい。具体例として、スチレンブタジエン共重合体（ＳＢＲ）、アクリル
酸変性ＳＢＲ樹脂（ＳＢＲ系ラテックス）等のゴム類、カルボキシメチルセルロース（Ｃ
ＭＣ）等のセルロース系ポリマー、メタクリル酸エステルの重合体等のアクリル系樹脂、
ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）等のハロゲン化ビニル樹脂等が挙げられる。
【００２９】
　また、導電材１３６を含む構成においては、導電材１３６として、例えばカーボンブラ
ックや活性炭等の比較的微細な粒子からなる炭素材料を好適に用いることができる。この
導電材１３６は、導電性が乏しい活物質材料を用いる場合に好適に添加され、活物質層内
あるいは活物質粒子と集電体の間に好適な導電パスを形成する上で有効である。この導電
材１３６としては、典型的には平均一次粒子径が３ｎｍ～５００ｎｍ程度の炭素の微粒子
の集合体を好ましく用いることができる。
【００３０】
　なお、上記造粒粒子１３０における各構成成分の配合比は、例えば、リチウムイオン二
次電池の用途や所望の特性等に応じて決定することができる。例えば、車両駆動用途で用
いられるリチウムイオン二次電池の製造に用いる造粒粒子１３０は、下記の活物質層の構
成を実現し得るよう、各構成成分の配合を決定することが好ましい。
　　（正極）
　正極活物質は、正極活物質層全体に占める割合が約５０質量％以上、典型的には７０質
量％以上９９質量％以下となるよう配合することが適当であり、通常はおよそ８７質量％
以上９５質量％以下であることが好ましい。導電材１３６が含まれる構成では、正極活物
質層全体に占める割合が、例えば約１質量％～１５質量％とすることができ、例えば２質
量％以上１０質量％以下、典型的には３質量％以上８質量％以下とすることが好ましい。
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造粒粉末に含まれるバインダ１３４は、正極活物質層全体に占める割合が、例えば約０．
５質量％以上１５質量％以下とすることができ、例えば１質量％以上１０質量％以下、典
型的には２質量％以上５質量％以下とすることが好ましい。なお、後述のバインダ液供給
部を備える製造装置において、バインダ液を使用する場合には、かかるバインダ液に含ま
れるバインダ（第２バインダ）と造粒粒子に含まれるバインダとの合計が、上記バインダ
割合となることが好ましい。
【００３１】
　　（負極）
　負極活物質は、負極活物質層全体に占める割合が約７０質量％以上、典型的には９０質
量％以上９９質量％以下とすることが適当であり、通常はおよそ９５質量％以上９９質量
％以下であることが好ましい。造粒粉末に含まれるバインダは、負極活物質層全体に占め
る割合が、例えば０．０１質量％以上１０質量％以下とすることができ、通常はおよそ０
．１質量％以上７質量％以下程度、より好ましくは０．５質量％以上５質量％以下程度と
することができる。なお、後述のバインダ液供給部を備える製造装置において、バインダ
液を使用する場合には、かかるバインダ液に含まれるバインダ（第２バインダ）と造粒粒
子に含まれるバインダとの合計が、上記バインダ割合となることが好ましい。
【００３２】
（スキージ）
　スキージ３０は、供給部２０よりも搬送方向下流側であって、搬送される集電体１１０
の上方に所定の隙間Ｇを開けて配置されている。そして集電体１１０上に供給された造粒
粒子１３０を均す役割を担う。このとき、スキージ３０の下端部３０ｂと集電体１１０と
の間を通過する造粒粒子１３０の量が所定の目付量を達成し得るように、隙間Ｇが決定さ
れる。なお、スキージＳと搬送される集電体１１０との隙間Ｇ（垂直方向のギャップ、換
言すれば造粒粉末の供給厚み）は特に制限されないものの、一例として、高エネルギー密
度や高出力密度の要求され得る電池用の正極を作製する場合には、約９０～２００μｍ程
度、例えば、約１００～１５０μｍ程度に、同負極を作製する場合には約１００～３００
μｍ程度、例えば、約１５０～２５０μｍ程度に調整することが好適な例として示される
。
【００３３】
　しかしながら、上述のとおり、造粒粒子１３０は、活物質粒子１３２とバインダ１３４
とを混合して粒状に成形したものであり、外表面には凹凸が生じ得る。また典型的には、
造粒粒子１３０の外表面の少なくとも一部にはバインダ１３４が付着している。したがっ
て、造粒粒子１３０は通常の活物質粉末（活物質粒子１３２単体）と比較して流動性に劣
るものとなり得る。また、何らかの応力が作用すると、造粒粒子１３０の外表面に存在す
るバインダ１３４が粘着性を発現し得る。そのため、通常の活物質粉末であれば問題なく
流動し得る状況であっても、造粒粒子１３０の場合は流動方向への応力を受けて互いに粘
着したり、ダマを形成したりすることが起り得た。例えば、スキージ３０は、一般に、過
剰な造粒粒子１３０を掻きとり、造粒粒子１３０の流動を一部阻害し得る。そのため、造
粒粒子１３０はスキージ３０に付着したり、ダマを形成したりし易かった。そして、スキ
ージ３０と集電体１１０との隙間Ｇを通過する造粒粒子１３０の量にはムラが生じ易い状
況であり得た。
【００３４】
　ここで、本発明者らの詳細な検討により、スキージ３０の上流側に造粒粒子１３０が貯
留されたとき、この貯留量と製造された電極１００の目付量との間には、ある種の相関が
見られることが知見された。例えば、図５に、スキージ３０の上流側に貯留された造粒粒
子１３０の嵩高さと、電極目付量との関係を示した。図５に示したデータは、規格の異な
る電極についてのデータを含むため、造粒粒子１３０の嵩高さと電極目付量との間には、
明瞭ではないものの概ね比例関係が見られることが判った。すなわち、スキージ３０の上
流側に貯留される造粒粒子１３０の嵩高さが高くなるほど、複数の造粒粒子１３０間の距
離が縮まって、より下方に位置する造粒粒子１３０の密度が高められる。すなわち、隙間
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Ｇに供給される際の造粒粒子１３０の密度は高くなる。したがって、たとえ隙間Ｇが一定
であっても、隙間Ｇを通過する造粒粒子１３０の量にはバラつきが生じ得る。また、本発
明者らの更なる検討により、スキージ３０の上流側に所定量の造粒粒子１３０を貯留する
ようにし、この貯留状態を好適に保つことで、貯留されている造粒粒子１３０の状態が好
適に安定化され得ることが判明した。
【００３５】
　（調整部）
　そこで、ここに開示されるリチウムイオン二次電池用電極の製造装置１においては、ス
キージ３０の上流側に調整部３２を設け、この調整部３２によってスキージ３０の上流側
に貯留される造粒粒子１３０の貯留高さＨ（嵩高さ）を調整するようにしている。換言す
ると、調整部３２を設けることで、スキージ３０の上流側に、集電体１１０，スキージ３
０および調整部３２による所定の空間を形成する。そしてこの空間に、隙間Ｇに供給され
る直前の造粒粒子１３０を貯留することで、当該造粒粒子１３０を安定化させるようにし
ている。これにより、スキージ３０の上流側に貯留され、かつ、隙間Ｇに供給される底部
の造粒粒子１３０の密度をほぼ一定に保つことができる。この底部に存在する造粒粒子１
３０は、上方に存在する造粒粒子１３０により圧縮されて、ある程度圧密されている。す
なわち、造粒粒子１３０中の活物質粒子１３２は所定の圧力により凝集され、造粒粒子１
３０自体の密度も均質化され得る。これにより、隙間Ｇに供給される造粒粒子量を均質化
して、目付量のばらつきを抑制することができる。また、貯留高さＨよりも高い位置に造
粒粒子１３０が存在しないことで、貯留されている（隙間Ｇに送られない）造粒粒子１３
０に不要な摩擦応力を与えることを抑制することができる。
【００３６】
　なお、造粒粒子１３０の貯留高さＨは、造粒粒子１３０の貯留量あるいはその均質性を
把握するために利用し得る指標である。したがって、貯留高さＨは、必ずしも貯留されて
いる造粒粒子１３０の高さ（絶対値）を厳密に表す必要はない。例えば、所定の基準に基
づき、造粒粒子１３０の貯留高さＨを規定することができる。具体的には、例えば、貯留
高さＨは、集電体１１０の表面から貯留されている造粒粒子１３０の最表面（上面）まで
の距離とすることができる。また、例えば後述のガイド部材５０を用いる場合は、ガイド
部材５０の表面から貯留されている造粒粒子１３０の最表面（上面）までの距離とするこ
ともできる。あるいは、例えば、スキージ３０の所定の部位（例えば、下端部３０ｂ）の
高さから貯留されている造粒粒子１３０の最表面（上面）までの距離としてもよい。
【００３７】
　スキージ３０の形状や材質は特に制限されず、例えば、各種スチール等の金属材料、各
種ゴム，ポリウレタン等の樹脂材料、各種セラミック等の無機材料等からなる棒状、板状
あるいはロール状のもの等を使用することができる。ここに開示される技術においては、
スキージ３０はロール形状のスキージロールであることが好ましい。スキージ３０の形状
がロール状であることで、搬送方向に進むにつれて移送される造粒粒子１３０の量が徐々
に削減されるため、隙間Ｇに供給される造粒粒子１３０と供給されない造粒粒子１３０と
の間に発生する摩擦等の応力を低減できるために好ましい。また、スキージロールは、典
型的には、スキージロールの下端部３０ｂが集電体の搬送方向とは逆方向となるよう回転
されることが好ましい。これにより、造粒粒子１３０が過剰に隙間Ｇを通過することを抑
制することができる。また、造粒粒子１３０が互いに粘着していても、この粘着を解きほ
ぐす効果が得られる。かかる回転速度は、特に制限されるものではないが、例えば、ロー
ルスキージの表面が、集電体の搬送速度に対して０．１～１０％（例えば、０．１～７％
、好ましくは０．１～３％）程度の速度で逆方向に移動するように設定するのが好ましい
。
【００３８】
　調整部３２は、貯留される造粒粒子１３０の貯留高さＨ（嵩高さ）を好適に制御できる
ものであれば、その形状や材質は特に制限されない。例えば、金属材料、樹脂材料、無機
材料等の各種の材質からなるものを用いることができる。また、調整部３２はスキージ３
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０に対して密に当接されており、スキージ３０と調整部３２との隙間に造粒粒子１３０が
侵入したり、当該隙間を造粒粒子１３０がすり抜けたりしないよう構成されていることが
好ましい。このような観点から、調整部３２は、スキージ３０と当接する部位がゴム製ま
たはこれに準じる弾力性又は柔軟性を備える樹脂製（例えば、ポリエチレン樹脂，エポキ
シ樹脂，およびこれらに炭素繊維やガラス繊維等の強化剤が添加されている複合樹脂等）
であることが好ましい。
【００３９】
　また、調整部３２と貯留される造粒粒子１３０とが接する面（図３では下面）は、概ね
水平であることが好ましい。すなわち、調整部３２は貯留される前記造粒粒子と対向する
水平面を備えていることが好ましい。調整部３２が搬送方向に向けて上方に傾斜している
場合、調整部３２とスキージ３０との間に造粒粒子１３０が挟まりやすくなったり、調整
部３２とスキージ３０との間を造粒粒子１３０がすり抜けやすくなったりし得るために好
ましくない。また、調整部３２が搬送方向に向けて下方に傾斜している場合、供給部２０
より順次供給されて隙間Ｇへと供給される造粒粒子１３０に過剰な圧縮応力を与えること
に繋がり、造粒粒子１３０に粘性を発現させ得るために好ましくない。
【００４０】
　また、例えば、例えばスキージ３０がスキージローラである場合、ローラの形状に起因
して搬送方向に進むにつれて上記の貯留空間は狭くなる。そのため、過剰な量の造粒粒子
１３０が上記隙間Ｇへと供給されないように、図３に示すようにスキージローラはその下
端部３０ｂが進行方向とは逆方向に向けて動くよう回転（反転）される。ここで、貯留高
さＨが高すぎると、スキージローラの回転により造粒粒子１３０が上向きに押し上げられ
る力が大きくなり、貯留空間内の造粒粒子１３０の安定が乱され得るために好ましくない
。したがって、調整部３２は、スキージロールの半径をｒとしたとき、スキージロールの
下端部３０ｂから１／１２×ｒ以上５／１２×ｒ以下、好ましくは１／８×ｒ以上３／８
×ｒ以下、例えば１／６×ｒ以上１／３×ｒ以下の高さに配置されることが好ましい。
【００４１】
　なお、調整部３２の搬送方向での寸法は、特に限定されるものではないが、上記の貯留
高さＨと同程度の寸法であることが好ましい。例えば、貯留高さＨに対して±３０％程度
（より好ましくは±１５％程度）の寸法であることが好ましい。具体的な一例として、貯
留高さＨが１５ｍｍである場合、調整部３２の搬送方向の寸法は、およそ１０．５ｍｍ～
１９．５ｍｍ程度であることが好ましい。このようにすることで、十分かつ過剰でない貯
留空間を確保することができる。
【００４２】
　なお、調整部３２が設けられてスキージ３０の上流側に所定量の造粒粒子１３０が貯留
されていることで、搬送機構１０（およびスキージローラ）の駆動により、一定量の造粒
粒子１３０が集電体上に供給され得る。したがって、供給部２０における造粒粒子１３０
の供給量は、造粒粒子１３０の貯留量が確保されている範囲において、造粒粒子１３０の
目付量に直接的な影響を与え得るものとはならない。したがって、供給部２０において造
粒粒子１３０が目詰まりを起こすなどの不都合を生じた場合であっても、従来に比較して
、余裕を持って対応することが可能となる。また、供給部２０における造粒粒子１３０の
供給量の精度を、例えば、目付量ではなく、貯留高さＨを基準として、より緩和された条
件で管理することができる。
【００４３】
　　（高さセンサ，制御部）
　また、ここに開示されるリチウムイオン二次電池用電極の製造装置１は、調整部３２の
上流側に高さセンサ３４と、供給部２０に制御部２４を備えることが好ましい。高さセン
サ３４は、供給された造粒粒子１３０の高さ（例えば、貯留高さＨ）を、典型的にはレー
ザ等の非接触の手法により測定する装置を好ましく用いることができる。制御部２４は、
造粒粒子の供給量を制御する機能を有している。そして、例えば、制御部２４は、所定の
貯留高さＨが実現、維持されるよう、高さセンサ３４の測定結果に基づいて供給部２０か
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らの造粒粒子１３０の供給量を制御する。制御部２４は、例えば、高さセンサ３４により
、調整部３２よりも上流側の造粒粒子１３０の高さが、基準値よりも高くなって、造粒粒
子１３０の供給量が過剰と判断されたときに、供給部２０からの造粒粒子１３０の供給量
を減少させる。例えば、ブラシ回転子２６の回転速度を低下させて、供給量を減少させる
ことができる。また、例えば、制御部２４は、高さセンサ３４により、調整部３２よりも
上流側の造粒粒子１３０の高さが、基準値よりも低くなって、造粒粒子１３０の供給量が
不足していると判断されたときに、供給部２０からの造粒粒子１３０の供給量を増加させ
る。例えば、ブラシ回転子２６の回転速度を上昇させて、供給量を増加させることができ
る。ここで、基準値は、目付精度よりも１００％～２００％程度緩和することができる。
これにより、造粒粒子１３０の供給量の管理を緩くしつつ、高い精度の目付量を実現する
ことができる。
【００４４】
　なお、従来の造粒粒子を用いたリチウムイオン二次電池用電極の製造装置１においても
、高さセンサを備えることで、活物質の目付量を管理するものが知られている。しかしな
がら、例えば活物質粒子に比べて粗大であり、内部に空隙を含み得る造粒粒子１３０の供
給量を、レーザ等による非接触の高さセンサにより測定すると、活物質粒子を使用する場
合に比べて目付量の管理精度が低下しがちであった。しかしながら、ここに開示される電
極製造装置１においては、活物質の目付量は制御部２４により好適に調整され得る。そし
て、この高さセンサ３４は、スキージ３０の上流側に貯留される造粒粒子１３０の量を管
理するものであり得る。
【００４５】
（圧延ロール）
　圧延ロール４０は、上記のようにしてスキージ３０により均された造粒粒子１３０を圧
延して、集電体１１０の表面に活物質層１２４を形成するものである。図１～３に示され
るように、この実施形態においては、スキージング後の造粒粒子１３０を載せた集電体１
１０は、所定の間隔で平衡に配置された一対の圧延ロール４０の隙間に向けて案内される
。圧延ロール４０はそれぞれ反対方向に一定の速度で回転しており、造粒粒子１３０がこ
の圧延ロール４０の隙間を通過する際に適当な強さで集電体１１０に押し付けられ（プレ
スされ）集電体１１０上に固着される。同時に、造粒粒子１３０中でバインダ１３４の接
触箇所が増え、活物質粒子１３２同士が相互により密に結着される。また、隣り合う造粒
粒子１３０同士も相互により密に結着される。これにより、集電体１１０の表面に活物質
粒子１３２を含む造粒粒子１３０の層（活物質層１２０）が略一定の厚みで成形される。
これにより、リチウムイオン二次電池用の電極１００が製造される。
【００４６】
　圧延ロール４０の材質としては、その圧延面がゴム系材料や金属材料，無機材料からな
るものが例示される。また、圧延ロール４０の間隔（垂直方向のギャップ）は、例えば形
成する活物質層１２０が所望の性状（例えば厚みや空隙率）となるよう調整するとよい。
　また、圧延の際には適宜加熱等の成形促進手段を併用することもできる。加熱状態で圧
延を行うことにより、造粒粉末に含まれるバインダを好適に軟化あるいは溶融させること
ができ、造粒粒子１３０同士をより強固に結着させることができる。
【００４７】
　一例として、電池容量が２０Ａｈ以上という比較的高容量タイプの電池に用いられる電
極では、以下の条件を参考にして実施することができる。
　　（正極）
　　圧延ロール４０の間隔：正極の厚みと同等（例えば３０～１２０μｍ）
　　ロール線圧　　：１～２ｔ／ｃｍ
　　圧延温度　　　：２５℃（例えば６０～１８０℃程度まで加熱しても良い）
　　正極活物質層密度：１．５ｇ／ｃｍ３以上（２ｇ／ｃｍ３以上）で４．５ｇ／ｃｍ３

以下（典型的には４．０ｇ／ｃｍ３以下）
【００４８】
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　　（負極）
　　圧延ロール４０の間隔：負極の厚みと同等（例えば２０～１３０μｍ）
　　ロール線圧　　：１～２ｔ／ｃｍ
　　圧延温度　　　：２５℃（例えば６０～１８０℃程度まで加熱しても良い）
　　負極活物質層密度：１．０ｇ／ｃｍ３以上（２ｇ／ｃｍ３以上）で３．５ｇ／ｃｍ３

以下（典型的には３．０ｇ／ｃｍ３以下）
【００４９】
　なお、図１に示す態様では、この電極製造装置１に一対の圧延ロール４０を配置してお
り、ロール圧延を１回だけ行う１段圧延法を採用している。しかしながら、この電極製造
装置１はこのような態様には限定されず、例えば圧延ロール４０を２対以上（典型的には
２組）備え、ロール圧延を２回以上（典型的には２回）行う多段圧延法を採用することも
できる。また、具体的には図示しないが、集電体１１０の搬送経路の取り方によっては、
圧延ロール４０の上流側に補助ロールを備えても良い。例えば図２の実施態様においては
、一対の圧延ロール４０間を垂直下方に集電体１１０が搬送されている。このとき、電極
製造装置１は、スキージ３０と圧延ロール４０との間に補助ロールを備え、正式な圧延前
に軽く圧延処理を施すようにしても良い。これにより、スキージ３０を通過後の造粒粒子
１３０が圧延ロール４０に供給される前に集電体１１０から滑落するのを防ぐことができ
る。
【００５０】
　好適な一態様では、供給部２０により、集電体１１０表面の一部領域にのみ造粒粒子１
３０を供給して活物質層１２０を形成することである。一例として、帯状の電極１００を
作製する場合には、長手方向に直交する幅方向において、集電体１１０の全幅よりも狭い
幅に活物質層１２０を形成するとよい。換言すれば、集電体１１０の一部領域には、例え
ば幅方向の端部に沿って、一方の端部又は両方の端部に、活物質層１２０の形成されてい
ない領域（集電体露出部）を備えていることが好ましい。例えば、帯状の集電体１１０の
幅方向の両端部に沿って集電体露出部を設け、集電体露出部の間の領域（幅方向の中央付
近の領域）に活物質層１２０を設けてもよい。この場合、この電極１００を幅方向の中心
で半分の幅に裁断（半裁）することで、２枚のリチウムイオン二次電池用電極を一度に製
造することができる。また、例えば、判断することなく１枚の帯状電極を作製する場合は
、集電体１１０の幅方向の一方の端部に集電体露出部を設けるのが好ましい。このような
集電体露出部は、電池の構築に際して、いわゆる集電部として利用され得る。例えば集電
体１１０の幅方向の両端部に集電体露出部を設ける場合においては、集電体１１０の全幅
にも拠るため一概には言えないが、おおよその目安として、集電体露出部（集電部）の幅
長を、正極の場合は１３．５±１ｍｍ程度、負極の場合は１１±１ｍｍ程度とすることが
例示される。したがって、ここに開示される電極製造装置１は、圧延ロール４０よりも下
流側に、電極を半断する切断部が設けられていても良い。
【００５１】
　また、必須の構成ではないが、リチウムイオン二次電池用電極の製造装置１は、例えば
図２に示されるように、バインダ液供給部６０を備えることができる。この製造装置にお
いて、バインダ液供給部６０は、典型的には、上述の供給部２０よりも上流側に配設され
る。このバインダ液供給部６０には、バインダ溶液が収容されており、搬送装置１０によ
り集電体１１０が搬送されるのにあわせて所定量のバインダ液が所定の幅およびパターン
で集電体１１０上に連続的に供給されるように構成されている。これにより、集電体１１
０上にバインダ液層（図示せず）が形成される。そしてバインダ液層が設けられた集電体
１１０を供給部２０に搬送することで、引き続き、バインダ液層が設けられた集電体１１
０上に、造粒粒子１３０が供給されて活物質層１２０が形成される。これにより、集電体
１１０と、その後に形成される活物質層１２０とをより強固に結着させることができ、活
物質層１２０の剥れや造粒粒子１３０の滑落を防止して、長期使用に対する耐久性を高め
ることができる。
【００５２】
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　バインダ液供給部６０としては、特に制限されるものではないが、例えば、グラビアコ
ーター、スリットコーター、ダイコーター、コンマコーター、ディップコーター等の塗布
装置を使用することができる。なお、バインダ溶液は、集電体上にベタ塗りしてもよく、
あるいは所定のパターン（例えば、縦・斜め等の縞状、波線状、ドット状等）に供給する
こともできる。
　またバインダ液供給部６０に供給するバインダ溶液は、溶媒中にバインダ（第２のバイ
ンダ）を分散または溶解させた溶液である。このバインダ溶液の溶媒としては、水系の溶
媒や非水系溶剤（例えば有機溶剤）を適宜用いることができる。環境負荷の低減や安全衛
生の観点からは、水または、水を主体とした低級アルコールとの混合溶媒を好ましく用い
ることができる。また、有機溶剤としては、例えばＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ
）を用いることができる。当該バインダ溶液のバインダ（第２のバインダ）としては、使
用する溶媒に溶解または分散可能なポリマー材料を用いるとよい。かかるバインダ（第２
のバインダ）は、例えば造粒粉末の作製に用いられるものと同じであってもよく、異なっ
ていてもよい。一例として、溶媒を水系とする場合には、例えば上記ゴム類やセルロース
系ポリマー、アクリル樹脂等を好ましく用いることができる。また、溶媒を有機溶剤系と
する場合には、例えば上記ハロゲン化ビニル樹脂を好ましく用いることができる。例えば
、リチウムイオン二次電池の正極を製造する場合には、溶媒としての水に第２のバインダ
としてのアクリル系樹脂を混ぜるとよい。また、例えば、リチウムイオン二次電池の負極
を製造する場合は、溶媒としての水に第２のバインダとしてのゴム類を混ぜるとよい。
【００５３】
　バインダ液供給部６０により形成するバインダ液層の濃度や厚み等の特性は特に制限さ
れず、所望の性状の活物質層１１０が形成され得るように適宜調整することができる。例
えば、おおよその目安として、集電体１１０と活物質層１２０との接着性を高めるために
、バインダ液層の厚みは、例えば１μｍ以上、好ましくは２μｍ以上とするとよい。また
、抵抗を低減する観点からは、例えば２５μｍ以下、好ましくは１０μｍ以下の厚みとす
るとよい。
【００５４】
　好適な一態様では、集電体１１０表面の一部の領域にのみバインダ溶液を供給してバイ
ンダ液層を形成する。一例として、帯状の電極を作製する場合には、上述の活物質層１２
０の形態と同様に、長手方向に直交する幅方向において、集電体１１０の全幅よりも狭い
幅にバインダ液層を形成するとよい。換言すれば、集電体１１０の幅方向の端部に、バイ
ンダ液層を形成しない集電体１１０の露出部を設けることが好ましい。
【００５５】
　また、必須の構成ではないが、リチウムイオン二次電池用電極の製造装置１は、図２お
よび図３に示されるように、さらに、ガイド部５０を備えることができる。とりわけ、上
記のバインダ液供給部６０を備える電極製造装置１においては、ガイド部５０を備えてい
るのが好ましい。というのは、バインダ液層が設けられた集電体１１０に造粒粒子１３０
を供給すると、供給直後から造粒粒子１３０がバインダ液を周囲に付着したり、バインダ
液を造粒粒子１３０内に吸収したりし始める。このような造粒粒子１３０をスキージ３０
に搬送すると、スキージ３０の上流側にバインダ液が付着した造粒粒子１３０が嵩高く貯
留され得る。バインダ液が付着した造粒粒子１３０は流動性がさらに低下し、ダマを形成
したり、スキージ３０の隙間Ｇにて目詰まりを起こしたりする虞がある。
【００５６】
　これに対し、このガイド部５０は、供給部２０の排出口２０ａから排出された造粒粒子
１３０を、スキージ３０の下端部３０ｂと集電体１１０との隙間Ｇに近い造粒粒子１３０
の供給位置Ｐにまで案内してから、集電体１１０上に供給するものである。したがって、
造粒粒子１３０にバインダ液が付着したり、吸収したりするのを抑制しつつ、スキージン
グを実施することができる。ここで、上記の造粒粒子１３０の供給位置Ｐは、スキージ３
０の下端部３０ｂに最近接する（換言すると、下端部３０ｂの直下の）集電体１１０表面
近傍であって、この最近接位置よりも上流側に設定することができる。また、供給位置Ｐ
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は、図３に示されるように、調整部３２の最上流位置（すなわち、スキージ３０に当接す
る端部とは反対側の端部）よりも、下流側に位置することが好ましい。すなわち、ガイド
部５０の最も下流側が、造粒粒子１３０の貯留空間の一部を構成（区画）していることが
好ましい。なお、ガイド部５０を備える場合であっても、貯留高さＨや造粒粒子１の高さ
は上記と同様に測定および決定することができる。
【００５７】
　なお、ここに開示される電極製造装置１は調整部３２を備えており、貯留空間における
造粒粒子１３０の状態が安定化されている。そのため、バインダ液層の上に造粒粒子１３
０を供給した場合であっても、調整部３２が無い場合と比較して、スキージ３０の上流側
で貯留される造粒粒子１３０はダマを形成し難い。すなわち、例えば、貯留空間における
造粒粒子１３０の上下方向での撹拌が抑えられている。そのため、供給位置Ｐは、調整部
３２が無い場合と比較して、スキージ３０の下端部３０ｂの直下よりも上流側により長い
距離だけ離れた位置に設定することができる。例えば、一例として、調整部３２が無い場
合にスキージ３０の下端部３０ｂの直下よりも上流側に２０～５０ｍｍの位置に置に供給
位置Ｐ’を設定していた場合、調整部３２を設けることで、スキージ３０の下端部３０ｂ
の直下から１００ｍｍ以上上流側に供給位置Ｐを設定することが可能となる。このことは
、例えば、何らかの理由によりガイド部５０が位置ずれを起こして供給位置Ｐが変更され
た場合であっても、品質を低下させることなく電極１００を製造し得ることに繋がるため
に好ましい。
【００５８】
　以上のリチウムイオン二次電池用電極の製造装置１によると、調整部３２の機能により
目付量がより均一化され得る。例えば、調整部３２を備えない構成の電極製造装置を使用
した場合、スキージ後の活物質層１１０の厚みの精度は、設計厚み±５％程度が限界あっ
た。これに対し、ここに開示される電極製造装置１によると、設計厚み±３％、より好適
には±２％での電極の製造が可能とされる。
　このような電極製造装置１は、例えば、車両駆動用電源等として用いられるような、ハ
イレートでの充放電を行う高容量タイプリチウムイオン二次電池用の電極を製造する際に
好ましく採用することができる。すなわち、かかる高容量タイプの電池では、活物質層１
１０の厚みが比較的厚く、目付量のムラが電極特性に与える影響がより顕著となり得る。
延いては、目付量のムラが電極の性能や安全性等の品質を低下させる可能性が生じる。し
たがって、例えば、このような車載用のリチウムイオン二次電池用電極の製造に、本発明
を特に好適に適用することができる。
【００５９】
［リチウムイオン二次電池用電極の用途］
　ここで提案される製造方法によれば、集電体上に造粒粉末を均一に供給でき、目付品質
の高い活物質層を備える電極を製造することができる。したがって、発電性能が高いレベ
ルで安定して得られる品質のリチウムイオン二次電池用電極を得ることができる。このよ
うな電極を備えた電池は、例えば車両を駆動するモーター等の駆動源用の電源として特に
好適に利用することができる。車両の種類は特に限定されないが、例えば、プラグインハ
イブリッド自動車（ＰＨＶ）、ハイブリッド自動車（ＨＶ）、電気自動車（ＥＶ）、電気
トラック、電動スクーター、電動アシスト自転車、電動車いす、電気鉄道等が挙げられる
。なお、かかるリチウムイオン二次電池は、それらの複数個を直列および／または並列に
接続してなる組電池の形態で使用されてもよい。
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、請求の範囲を限定
するものではない。請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々に変形、
変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【００６０】
１　電極製造装置
１０　搬送機構
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２０　供給部
３０　スキージ
３２　調整部
３４　高さセンサ
４０　圧延ロール
５０　ガイド部
６０　バインダ液供給部
１００　電極
１１０　集電体
１２０　活物質層
１３０　造粒粒子
１３２　活物質粒子
１３４　バインダ
１３６　導電材

【図１】 【図２】
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